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受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会
報告書（概要）

基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間に
ついては、原則として全面禁煙であるべき。
医療機関、保健センタヸ等の健康維持ヷ増進施設、官公庁、公共交通機関等
子供が利用する学校、医療機関などの施設、屋外の通学路、公園、遊園地

社会情勢の変化に応じて暫定的に喫煙可能区域を確保するこ
ともとり徔る方策の一つ。
喫煙可能区域に未成年、妊婦が立ち入らない措置、従業員を健康被害から守る対策

受動喫煙を含むたばこの健康への悪影響についてエビデンスに
基づく正しい情報を発信し、受動喫煙防止対策が国民から求
められる気運を高めていくことが重要。

喫煙者は自分のたばこの煙が周囲の者を曝露していることを認
識することが必要。 （厚生労働省 2009年3月24日発表）



受動喫煙防止対策の推進に合わせて実施するべき対策

受動喫煙を含むたばこの健康への悪影響

諸外国の取り組み情報

禁煙を促す情報
禁煙希望者が安く楽に禁煙する方法等

[今後の課題]

屋外の公共空間での対策

職場の対策

たばこ価格ヷたばこ税の引き上げ

電話による無料の禁煙相談

社会全体としての気運の醸成


